
令 和 4年 3月
議 員 各 位

庶 務 部 議 員 課

「資産公開法」及び 「行為規範」に基づく報告書等の提出について (お知 らせ )

「資産公開法」 (政治倫理の確立のための国会議員の資産等の公開等に関する法律)の

規定に基づき「資産等補充報告書」、「所得等報告書」及び「関連会社等報告書」を、

また、「行為規範」の規定に基づき「企業・団体の名称等届」を、別添記載要領を

御参照の上、下記により御提出願います。なお、電子掲示板に各報告書等の様式を掲載し

ておりますので、適宜御活用ください。

記

(1)提出期間

(2)提出場所  庶務部議員課議員係 (議員会館地下 2階 )

なお、提出されました報告書等の内容については、参議院政治倫理審査会規程第 1条に

より、政治倫理審査会の審査対象となることがありますので御留意ください。

↓口 上ヒ 圭=FX口 盲 提 出 期 間 備 考

資産等補充報告書

4月 1日 (金)～ 5月 2日 (月 )

7月 4日 (月 )

閲覧開始

所得等報告書

関連会社等報告書 4月 4日  (月 )～ 5月 2日  (月 )

届 提 出 期 間 備 考

企業・団体の名称等届 4月 4日 (月 )～ 5月 2日 (月 ) 閲覧対象外

御不明の点は、庶務部議員課議員係 (内線 74205,74206)ま でお問い合わせ ください。



資 産 等 補 充報 告 書

所 得 等 報 告 書

関連 会 社 等 報 告書

企業・団体の名称等届

記 載 要 領

I 報告書等の概要

Ⅱ 記入上の注意事項

Ⅲ 提出された報告書等の取扱い

Ⅳ 記載要領・記載例

A 資産等補充報告書

B 所得等報告書

C 関連会社等報告書

D 企業・団体の名称等届
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参議院事務局庶務部議員課



I 報告書等の概要

○「政治倫理の確立のための国会議員の資産等の公開等に関する法律」に基づく報告書

○「行為規範」に基づく届

A資産等補充報告書

(第 2条第 2項関係 )

前年 中に新たに有す

ることとなった資産

等で、

前年 12月 31日 現在

有 して い る もの を

報告する

全議員

(左記に該当する資産

等を有 しない議員は

提出不要)

4月 1日 (金)～

5月 2日  (月 )

B所得等報告書

(第 3条関係 )

前年 1年間の所得等

を報告する

前年 1年間 (令和 3年
1月 1日 ～令和 3年 12

月 31日 )を 通 じて

国会議員であった者

4月 1日 (金)～

5月 2日 (月 )

C関連会社等報告書

(第 4条関係 )

毎年 4月 1日 時点

で報酬を得て就いて

いる役 職 等 を報告

する

全議員

(左記に該当する役職

に就いていない議員

は提出不要)

4月 4日 (月 )～

5月 2日 (月 )

D 企業・団体の名称等届

(第 2条関係 )

毎年 4月 1日 時点

で無報酬で就いてい

る役職 等 を届 け出

る

全議員

(左記に該当する役職

に就いていない議員

は提出不要)

4月 4日 (月 )～

5月 2日 (月 )

各報告書・届の記載要領 0記載例については、
以下のページを御参照ください。

A資産等補充報告書
B所得等報告書
C関連会社等報告書
D企業・団体の名称等届

pヽ. 6ハVノ

(p。 12rΨ )

(p.14)

(p.15)
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Ⅱ 記入上の注意事項

御提出いただく報告書がそのまま閲覧対象となりますので、記入に際して書き損じた

場 谷  修 T 正 い ル な ど喜斤1 い 日ヨネ眸ι 言ロス I ―r い わ グ キ 幸 十m募 ふ

書き損 じや紛失、記入欄不足等により用紙が不足 した場合には、議員課議員係

(内線 74205,74206)に て新しい用紙をお渡しします。

電子掲示板にも各報告書等の様式を掲載 してお りますので、適宜御活用 ください。

各報告書・届の右肩の日付欄には、提出日を記入 してください。

記董主至:き壷:頭力主全_く_な墜壺墜罐髪塾聖塾全二昼二:型L三」二

`製

[里11整…2_重」」堕。

「資産等補充報告 |は、 1か所 で も記載す る欄 が あ る場合 、その他 の欄 には

「該 当な し | と 入 した つ え で 8枚を一括 して提 して出 だ さしヽ

閲覧開始後に をコピーする とはで ませ んハコピーが必要な方 御提出前に

御用童_生量豊墜。

Ⅲ 提出された報告書等の取扱い

○ 報告書等の閲覧方法

提出された各報告書 (資産等補充報告書、所得等報告書及び関連会社等報告書)は、原

本が閲覧対象となります。なお、企業・団体の名称等届については、政治倫理審査会が必

要と認めたときを除き、閲覧対象となりません。

閲覧場所は、資産等報告書等閲覧室 (議員会館地下2階)です¨閲覧を希望される場合

は議員課議員係まで御連絡ください。

今回提出される各報告書は、本仁二旦二旦 (月 )から閲覧を開始 します。

○ 記載内容の訂正方法

閲覧開始後の訂正は、議長宛に訂正願を提出し、公開されている報告書の原本に直接

訂正事項を記入することによって行います。訂正願の用紙は、議員課議員係に用意 して

お りますので、閲覧開始後に記載内容 に誤 りがあることが判明 した場合 は、議員課

議員係まで御連絡 ください。
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Ⅳ 記載要領・記載例

A 資産等補充報告書 【提出期間 4月 1日 (金)～ 5月 2日 (月 )】

○ この報告書は、 3 年 中 に 議 員本 ることとなった資産等で令和 3年令 和

121月 31日 しているものの状況及び価額等を記入して報告するものです。王たに有
した資 等のみを記入 してください (現在有するすべての資産等を記入するものではあ

ユ主せん)。

○ 減少 した資産等については報告する必要はありません。

○ 記載すべき資産等がない項目には「該当なし」と記入し、必ず8枚を三括して提出して

ください。

○ すべての項 目について記載すべき資産が い場合は、この報告書を提出する必要は

あ2菫せん。

○ 面積、価額等の数字は、最小の桁まで記入 してください。

○ 記載事項の内訳書、内容を証明する添付書類は一切必要あ りません。また、法律に

規定された資産以外のものについては記入する必要はありません。
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■  L :レ 【L

登記の有無を問わず、議員本人の所有するもの っ た の を

記入してください。なお、登記済みのものについては登記簿に記載されている所在ごとに

記入 してください。

共有物については、面積、課税標準額 とも全体としてのものを書き、摘要欄に個人の

持分 (例 :1/2)を記入 してください。

マンション等の集合住宅については、原則として面積欄にマンション等の敷地全埜の面積

を、課税標準額欄にマンション等の敷地全体の課税標準額を記入し、摘要欄に1戸金の持分

(例 :78/10,000)を 記入してください (課税台帳、納税通知書・課税明細書等をご参照く

ださい)。 <→記載例①>

マンション等の1戸を共有している場合は、摘要欄にマンション全体に対する1戸分の

持分 (例 :125/10,000)と 1戸における個人の持分(例 :1/2)を併せて記入してください

10 000× 1 <→記載例② >

マンション等において敷地全体の課税標準額が分からない場合は、 1戸分の持分の額を

記入しても構いません (こ の場全、課税標準額欄に持分のみである旨を明記してください)。

<→記載例③>

相続により取得した場合は、摘要欄にその旨を記入してください。

買換えにより取得した場合は、摘要欄にその旨を記入することができます。

外国にある土地及び非課税の土地については、所在及び面積のみを記入してください。

【記載例】

1

所 在 面  積
固 定 資 産 税 の

課 税 標 準 額
摘   要

○○県○○市○○町 123番 地
(又 は住居表示 )

rn

101.25

円

2,723,461
相 続

60マンション等の瘍タ

○○県○○市○○区 456番 地

(又 は住居表示)

1,642.40

′rマンションタ よソ

246,801,234

′イマンション塗刀

持分 78/10,000

′rゴ 戸分ノ

`の

マンション等のI′を■存ιてク`ろ易今ノ

○○県○○市○○区 789番 地

(又は住居表示)

2,468.24

′
`マ

ンション塗″

462,801,432
′

`マ

ンション塗:がソ

持分

125/10,000X1/2
′rL戸分χ″スの″分ノ

`鰊
ク蛯つ晟鶏紡%票i準須が分からなク彰″冷ノ

○○県○○市○○町 2687番 地

(又は住居表示)

2,345.67

′
`マ

ンション塗″

持分のみ

123,456
′

`ゴ

戸分ノ

持分 123/20,000

′
`ゴ

戸分ノ

りの場合で一戸を共有
‐
ιてク`ろ,今ノ

○○県○○市○○町 2687番 地

(又 は住居表示 )

2,345.67

′rマンション甕 よソ

持分のみ

123,456X1/2
′

`′

戸分)(″スの″分ノ

持分

123/20,000X1/2
′ri ttχ″スの潟杉〃

`外

週ヲ′ごある場昇
`ツ3000 Woodrow Way

Atlanta , GeOrgla  U.S.A.
865.42 (記 入 不 要 )

`フ

:課夕の瘍今ノ

○○県○○市○○町 136番 地
25.36 非課税
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2 建 物 の 所 有 を 目 的 と す る 地 上 権 又 は

土 地 の 賃 借 権

「建物の所有を目的とする地上権又は土地の賃借権」とは、いわゆる「借地権」のこと

で、田畑、山林等は除きます。

登記の有無を問わず、議員本人の所有するもので重 :⊥ョ:菫_全二止_と上 Ξ止 土理 を

記入してください。なお、登記済みのものについては登記簿に記菫されている所在ごとに

記入してください。

共有物については全体としての面積を書き、摘要欄に持分を記入 してください。

相続により取得 した場合は、摘要欄にその旨を記入 してください。

買換えにより取得 した場合は、摘要欄にその旨を記入することができます。

記載例】

面  積 摘 要権利の目的となつている土地の所在

○○県○○市○○町 12番地
(又 は住居表示 )

IIl

180.26

持分 340/12,345

′
`タ

ス 9́ノ宅た分ノ

rマンション等の,今ノ

○○県○○市○○町 432番 地

(又 は住居表示 )

In

5234.56

′

`マ

ンション塗刀
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3 _建 彗  牛勿

登記の有無を問わず議員本人の所有するもので逝上上望:=:L全二_と_上塗
=:ゴ

i=1塁

`2を記入してください。なお、登記済みのものについては登記簿に記載座れている所在ごとに

記入してください。

1戸を共有している場合は、産:亘産iヒ.コUi雙i型1望:墨!=l塁:塑:■2全堡としてのものを書き、

摘要欄に個人の持分 (例 :1/2)を記入してください。

相続により取得 した場合は、摘要欄にその旨を記入 してください。

買換えにより取得した場合は、摘要欄にその旨を記入することができます。

新たに有することになった建物が外国にある場合及び非課税である場合は、所在及び

床面積のみを記入してください。

建物を増築 した場合は、増築部分についての面積、課税標準額を記入 してください。

記載例】

摘   要床 面 積
固 定 資産 税 の

課 税 標 準 額
在所

円

446,87552.37

rn

○○県○○市○○町 171番 地

(又は住居表示)

988,736

′
`ゴ

戸分ノ

持分 1/2
′

`″

スの1″:分ノ
86.75

′ rf´戸7:グ ,|ソ

6々存 |ク
%″ ,́易冷ノ

○○県○○郡○○町 21番地

(又は住居表示)

買 換 え42.15

′
`ゴ

戸分ノ

879,143
′

`ゴ

戸分ノ

`マ

ンション等のフ沙ノ

○○県○○市○○区 317番 地

家屋番号 567-38 (又 は住居表示)
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4  置頁 る選 ‐ 貝宇 【≧

議員本人の所有するもので逝上に:堕|:菫:∠:≦:型:曇璽≧:塑1宣ILの121笙!を記入してください。

利息については報告を要しません。ただし、その利息が元本に組み込まれた場合は、

その利息分を記入 してください。

「預金」は、銀行、信用金庫、信用組合等で取 り扱っているもので、当座預金及び普通

預金を除き、通知預金、定期預金、定期積金及びその他の預金をいいます。新たに有す

ることとなったものの額を記入 してください。

ゆうちょ金斯子で取 り扱 う貯金 (通常貯金を除く)も この欄に記載 してください。

「貯金」は、農協、漁協等で取り扱っているもので、普通貯金を除き、定期貯金、
定期積金及びその他の貯金をいいます。新たに有することとなったものの額を記入して

ください。

外国にある預金等については、令和 3年 12月 31日 現在の円に換算したうえ、国内に

有するそれぞれの預金等の額と合算して記入してください。

【記載例】

(例) 前回の資産等補充報告書基準 日である令和 2年 12月 31日 において 100万円あった

定期性の預貯金が、その後満期 となり、新たに利息分等を含め 105万円の定期性の

預貯金を設定した場合は、 105万円と報告する。

050,000 円

(例) 前回の資産等補充報告書基準 日である令和 2年 12月 31日 において 100万円あった

定期性の預貯金に、利息分 5万円が元本として組み入れられ、令和 3年 12月 31日 に

おいて 105万円となった場合は、 5万円と報告する。

50,000 円
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5  フ白
^襴

面 言正 夢弁

株券以外の有価証券については、その種類を「国債証券」、「地方債証券」、「社債券」、
「金銭信託」、「その他」として区分し、それぞれの種類ごとに新たに有することとなっ

たものの額面金額の総額 ( ついては、元本の総額 ) を、それぞれ上段の枠に記

入してください。

割引金融債、利付金融債等は「社債券」として記入 し、投資信託、政府保証債、外国・

外国法人の発行する証券、放送債券等は「その他」として記入してください。

「株券」については、新たに有するこ となったもので、資本金の額が 1 億 円以上の株式

≦範幽 [塑壺:=全薗 :画L里[壁二塑
`塾

La杢」LI螢生ヱ幽 i益」xl型望藪ュ亘互1董I壁塾 L上」壺菫三堕塑 l

直贔:里ュ[墜:立:∠:塾:聾堕:菫型堕⊆堕登塗菱:に限り、その銘柄及び株数を下段の枠に記入して

ください。

保有していた有価証券を売却して、同有価証券又は他の有価証券を新たに取得した場

合も、取得した有価証券について記入してください。

手形及び小切手については記入する必要はあ りません。

【記載例】
種   類 額 面 金 額 の 総 額

国 債 証 券

円

400, 000

金 銭 {言 託 500, 000

そ  の  他 1, 000, 000

種  類 銘   柄 株   数

株

券

○ ○ 会 社

株

4, 000

△ △ 会 社 10, 000
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6  自 重カエ巨 、 月合 舟白、 舟九 空劉際気  :夢墓多1寸 コニ蔓彗 占Ъ

売買によって新たに取得 したもので、取得価額 (取得時の売買価額)が 100万円 (消

費税額を除く)を超えるものについて記入 してください。

自動車の種類は、道路運送車両法第 3条における「自動車の種別」に基づき記入する

もので (自 動車検査証の 「自動車の種別」をご参照ください)、

「普通 自動車」 (例 :四輪自動車で排気量 2000ccを超えるもの)

「小型 自動車」 (例 :四輪自動車で排気量 660ccを超え2000cc以下のもの)

「軽 自動 車 」 (例 :四輪自動車で排気量 660cc以下のもの)

「 そ の 他 」 (大型特殊自動車及びノ∫理型特殊自動車)

として記入してください。

保有 していた自動車を売却 し又は下取 りさせ新たに自動車を取得 した場合も、取得
した自動車について記入 してください。

船舶の種類は、「汽船」、「帆船」 (動力を有しても主として帆をもって運行するものを

含む)と し、それ以外 (手 こぎ船等)を 「その他」として記入してください。

航空機の種類は、「飛行機」、「回転翼航空機」、「滑空機」とし、それ以外 (飛行船等 )

を 「その他」として記入 してください。

美術工芸品の種類は、「絵画」、「彫刻」、「書」、「陶器」、「磁器」、「漆器」、「ガラス器」、
「刀剣」とし、それ以外の美術工芸的価値のあるものを「その他」として記入してください。

【記載例】

種 類 数 量

普 通 自 動 車

軽 自 動 車

種 類 数 」聖

帆 船

-9-



量数類種

該 当 な し

種 類 量数

2絵  画

陶 器

そ の 他

7 ゴ ル フ 場 ‐の 禾 I」 用 に 関 す る 本雀 禾「」

議員本人の所有するもので新1上:二:墜:型墜::重1塗i塾夏i茎:空ヒ:型lh121笙埜を記入してください。

ただし、譲渡することができるものに限ります (例えば名誉会員等一代限りのものに

ついては記入する必要はありません)。

リゾー トクラブ等の会員権については記入する必要はありません。

【記載例】

○ ○ ゴ ル フ 場○○カントリークラブ

○ ○ ゴ ル フ 倶 楽 部

- 10 -



8  準義イミ:ナる選

新たに貸付をしたものの額 (令和3年 12月 31日 現在)を記入してください。ただし、
生計を一にする親族 (民法第 725条の規定による6親等内の血族、配偶者又は3親等内の

姻族をいう)に対するものは除きます。

出資金については記入する必要はありません。

自らの政治団体 (資金管理団体を含む)へ貸し付けている場合も記入してください。

【記載例】

貸付金の総額 6, 000, 000 円

9  イ畢穿ノヽ当≧

新たに借入 したものの額 (令和 3年 12月 31日 現在)を記入 してください。ただし、生

計を一にする親族 (民法第 725条の規定による6親等内の血族、配偶者又は 3親等内の姻

族をいう)からのものは除きます。

連帯債務 (数人の債務者各々が全額の支払い責任を負う債務)の場合は借入金のうち新
たに借入した額の全額を記入してください。

債務の保証人 (他人が債務を履行しないときは、その債務を履行する責任を負う者)に
なっている場合については記入する必要はありません。

相続税等の延滞金については記入する必要はありません。

【記載例】

(例) 前回の資産等補充報告書基準 日である令和 2年 12月 31日 において 1億円の

借入金があったが、のち 5,000万円を返済 し、さらにその後新たに 2,000万円の

借入れを行って令和 3年 12月 31日 に至る場合は、新たに借入れた 2,000万 円を

報告する。

借入金の総額 20, 000, 000 円
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B 所得等報告書 【提出期間 4月 1日 (金)～ 5月 2日 (月 )】

○ この報告書は、前年 1年間 (令和 3年 1月 1日 ～令和 3年 12月 31日 )を通じて議員であった

左が、前生■年間の所得を報告するものです。

○ 所得金額は、確定申告の際の申告書A第一表又は申告書B第一表及び申告書 (分離課税

用)第二表の「所得金額」欄等の数字になります。

※ 確定申告を行っていない方は、確定申告の「手引き |に したがつて各所得金額を記載 し

てください。 (前年 1 年間における給与所得が国会議員の歳費 場 合 については 、

!置i艶:塑:塑:盤Li墜:21董:型:塁三
`2_墜

i当:亘:■:四!錘!堕:整:塑l二:型!型:璧:登:L=」l幽:型1重:壁 :

記入してください。)

【参 考】

申告書A第一表 申告書B第一表 申告書第二表

記入すべき「所得金額」

○ 所得金額が 100万円を超える所得の種類については、「基因となった事実」を記載 して

ください。

○ 受贈財産の課税価額欄には、贈与税申告書の課税価額を記入してください。

○ 内容を証明する添付書類は一切必要ありません。

○ 塗重旦豊塾■堕璽笙昼二_1旦上盪二三二人巨政整重奎塾≦塑壷L生墜査11三⊆上二重塁三員は、_塗三垂□壺墨亜≧互塁囚
旨を記載 して

-12-
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【記載例】
:所得金額が100万円以下の場合には、この欄の記入は不要です

:

基 因 と た 事 実
¨
■

〉

^「́
め所 得 金 額

総

△
ロ

ヨロ

「
ベ

税

事 業 所 得
円

1.567.891 弁 護 士 報 酬

不 動 産 所 得 3,219,000

利  子  所  得

25,678,912 歳 費 等 、 役 員 報 酬 、 副 大 臣 給 与

配  当  所  得

給 与 所 得

雑 所 得 1,256,000 年 金 、 原 稿 料 、 講 演 料

譲 渡 所 得 2,800,000 ゴ ル フ 会 員 権 の 譲 渡

891,230

分

離

ヨロルヽ

税

事 業
土地等 の 雑  所得

短 期 譲 渡 所 得 5,678,000 マ ン シ ョ ン の 譲 渡

長 期 譲 渡 所 得 19,870,000

一般株式等の事業・譲渡
雑 所得

上場株式等の事業・譲渡
所得

稚

利子
上場株式等の 配当 所得

先物取引の事業・譲渡
所得

雑

5,430,000 山 林 の 伐 採

産

額

財

布税

贈

課

受

の

円

3,219,876
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(歳費十期末手当)
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土 地 の 譲 渡

山 林 所 得



C 関連会社等報告書 【提出期間 4月 4日 (月 )～ 5月 2日 (月 )】

○ この報告書は、令和4年4月 1日 現在において、垂型Lに整 [:■上」菫 LttL塑」些墜
=ヨ

立_生

得て会社その他の法人の役員、顧問その他の職に就いている場合に報告するものです。

○ 上記に該当するものがない場合は、この報告書を提出する必要はありません。

○ 「会社その他の法人」とは、法人でない社団又は財団で代表者又は管理人の定めがある

ものを含みます。

○ 記載事項の内訳書、内容を証明する添付書類は一切必要ありません。

【記載例】

役員、顧問その他の職名会社その他の法人の名称 住 所

○○県○○市○○町 1-2-3 取 締 役○ ○ ○ 株 式 会 社

監  事△
2=

一般社団法人

○ ○ ○ 協
○○県○○市○○町 2-3-4

会  長○ ○ ○ 連 合 会 ○○県○○市○○町 4-17-69
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D 企業・団体の名称等届【提出期間4月 4日 (月 )～ 5月 2日 (月 )】

○ この届は、令和4年4月 1日 現在において、関連会社等報告書に記載すべき場合以外で、

企業又は団体の役職に就いている場合 (無報酬で役職に就いている場合)に届けるもので

す。

○ 上記に該当するものがない場合は、この届を提出する必要はありません。

「企業又は団体」とは、法人格を有するもののみとし、財団を含みます。

記載事項の内訳書、内容を証明する添付書類は一切必要ありません。

○

　

○

【記載例】

企業又 は団体名 所 在 地 役  職  名

社会福祉法人○○○会 ○○県○○市○○町 7-33-5 理 事 長

公益財団法人○○協会 ○○県○○市○○町 1-23-1 顧  間

NPO法 人 ○○○○ ○○県○○市○○町 4-11-1 会  長
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